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公益法人制度改革に伴う新たな法人形態への移行について、石川県教職員互助会は「平成25年度に
一般財団法人への移行を目指す」ことを平成23年度第 1回理事会及び評議員会で承認を得ました。

☆一般財団法人への移行を目指す理由

(1)当互助会が行つている事業活動は、会員からの掛金及び利息収入等を財源にしていることから、特定の会

員 (教職員等)を対象とした相互扶助・福利厚生事業がほとんどであり、こうした事業は「共益」事業といわ

れ、公益目的事業とは異なる。

(2)公益目的事業とは一般県民に開かれた事業であり、これが50%以上となる公益財団法人では、会員に
とつての利益の増進にはならない。

(3)したがって、今後も当互助会が会員に共通する利益、すなわち会員の福利の増進を図る事業を行つていく

には、非営利型の一般財団法人への移行が適当である。
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<要件。事業>
・適正な公益目的支出計画を作成し、計画に定

めた事業を確実に実施
・上記以外は法人による柔軟な事業展開が可能

<行政庁の監督>
・行政庁の監督がないので、法人の自主的な運

営が可能

<税制>
・利子、配当金に対して源泉所得税が課税

<要件・事業>
・公益目的事業に要する費用比率が500/o以上で

あること

・公益目的事業は、不特定かつ多数の者の利益

の増進に寄与すること

<行政庁の監督>
・行政庁の監督を受ける

<税制>
・利子、配当金に対する源泉所得税は非課税
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H25.1130ま でに
移行しない場合は

解散となる。

一般財団法人への移行に伴い様々な影響や課題が想定されていますが、今後、「法人移行検討委員会」

で事業見直しについて関係機関と連携を図りながら検討を進めてまいります。
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